様式１
（様式２）

平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」計画調書
	Ⅰ．大学の目的・目標を踏まえた「地域志向」　【１ページ以内】

	１．大学の目的・目標を踏まえた「地域志向」
大学全体の目的・目標における「地域志向」の位置付け、当該大学にとっての「地域志向」の内容を具体的に記入してください。



	Ⅱ．「地域」の設定　【２ページ以内】

	１．「地域」の図
今回の申請に関連する地域の地図を記入してください。


	２．「地域」の課題等
(1)「地域」に含まれる各自治体の人口と財政力の現状
都道府県・市区町村

Ｈ２２国勢調査人口

財政力指数（21～23平均）

※都道府県・市区町村の数が多い場合は、適宜欄を追加して下さい。
(2)「地域」の課題

　今回の申請により解決を図ろうとする課題を中心に、当該地域の課題を記入してください。（ここで示された地域の課題に対する大学の対応については、「Ⅲ．地域を志向した教育・研究・社会貢献の現状、達成目標及び具体的取組」で記入すること。）


	３．当該「地域」を対象とする理由
大学が当該地域の拠点となる必要性・重要性を、これまでの自治体、地元企業、NPO等各種団体・機関との連携の実績も含めて記入してください。




	Ⅲ．地域を志向した教育・研究・社会貢献の現状と達成目標及び具体的取組　　【５ページ以内】

	　大学全体・教育・研究・社会貢献のそれぞれにおいて、どのような地域志向を目指すのか、項目毎に、必ず定量的な目標を設定しつつ、目標を達成するための取組を具体的に文章で記入してください。
・必ず記入する目標以外についても、積極的に定量的な目標を設定すること

・平成２６年度の現状と平成３０年度末の補助期間終了時を対比させて目標を設定すること
・設定した目標を達成するための具体的な計画を記入すること。（補助期間が５年間であれば、平成２６年度～平成３０年度の取組計画を記入する。年度ごとに記入する必要はありません。）

	１．全体

　今回の事業により自らの大学をどのように改革していくのか、また、地域をどのように再生・活性化していこうとしているのかについて記入すること。

	２．教育
以下については必ず記入すること

　　　　　地域志向／地域の課題解決の視点から、どのような人材を育成するのか
　　　　　どのようなカリキュラム、授業科目・方法を取り入れて計画を実現しようとしているのか



	３．研究等


	４．社会貢献



	Ⅳ．学内の実施体制等　【２ページ以内】

	１．学内の実施体制の整備
今回の申請に当たり、学長を中心として、学内の実施体制をどのように整備したか記入してください。特に、地域の声を受け止める体制の整備については必ず記入してください。

	＜現状＞
	＜本申請に係る事業に関する体制＞

	２．評価体制の整備
　評価指標の適切性の判断や成果目標の達成状況など、事業の進捗状況を評価する仕組みについて、補助期間中及び補助期間終了後の体制を具体的に記入してください。特に外部評価の仕組みについては必ず記入してください。



	Ⅴ．自治体等との関係（複数の自治体と連携・協力する場合は全ての自治体について記入すること）　【３ページ以内】

	１．自治体との連携・協力及びその体制の整備
(1)これまでの自治体との連携・協力の実績と本申請に関連した自治体との連携・協力について記入してください。合わせて、自治体との連携・協力体制をどのように整備したのかも記入してください。

	＜現状＞


	＜本申請に係る事業に関する連携＞


	(2)自治体からの人的・物的・財政的支援について、現状に加えて、本申請に関連した更なる支援内容がわかるよう、明確に記入してください。

	＜現状＞
	＜本申請に係る事業に関する支援＞

	２．地元企業、NPO等各種団体・機関との連携・協力及びその体制の整備
これまでの地元企業、NPO等各種団体・機関との連携・協力の現状と本申請に係る事業に関する連携・協力について記入してください。その際、地元企業、NPO等各種団体・機関からの人的・物的・財政的支援がある場合、又は今後見込める場合は、その支援について記入してください。

また、今回の申請にあたり、地元企業、NPO等各種団体・機関との連携・協力体制をどのように構築したか記入してください。

	＜現状＞
	＜本申請に係る事業に関する連携、支援、体制＞


	Ⅵ．事業実施計画等　【４ページ以内】


	１．事業実施計画
補助期間中の年度ごとの事業実施計画について具体的に記入してください。
平成２６年度：
平成２７年度：

平成２８年度：

平成２９年度：

平成３０年度：



	２．補助期間終了後の継続性について
　補助期間終了後の事業の継続性の見通しについて、できるだけ具体的に記入してください。特に、人件費を中心として資金計画については必ず記入してください。（様式３との整合性に留意してください）



	Ⅶ．国公私を通じた大学教育改革支援プログラムの状況及び他の公的資金との関係　【１ページ以内】


	１．国公私を通じた大学教育改革支援プログラムの状況
今まで大学改革推進等補助金による経費措置を受けている場合は、それらの名称及び内容について全て記入してください。その際、現在の取組状況についても記入してください。（１事業について３～４行程度を目安に記入してください。）
なお、今回の申請に繋がる取組の場合は、どのように発展・充実させたかわかるように記入してください。


	２．他の公的資金との関係
地域再生・活性化に係る他省庁の事業による支援を受けている、又はこれから受ける可能性がある場合は、事業名と本申請との関係を記入してください。



以下、共同申請の場合のみ提出

	Ⅷ．複数大学での連携について　【３ページ以内】


	複数大学で連携する必要性、重要性
　個々の大学での地域を志向した全学的な教育・研究・社会貢献に加えて、複数大学で連携することの必要性・重要性や利点を記入してください。

　「Ⅱ．「地域」の設定」、「Ⅲ．地域を志向した教育・研究・社会貢献の現状、達成目標及び具体的取組」「Ⅳ．学内の実施体制等」、「Ⅴ．自治体等との関係」、「Ⅵ．事業実施計画等」については、それぞれの項目について、連携することの必要性・重要性や利点を記入してください。



（機関名：　　　　　　申請類型：　　　　　　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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